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１．はじめに

　わが国では、産業活動の高度化や所得水準の向
上に伴うライフスタイルの変化に伴って、大量生
産・大量消費・大量廃棄を基礎とする社会経済シ
ステムが定着し、そのマイナス側面として、地球
温暖化や廃棄物処理等の環境問題が深刻化してき
た。国内で発生する廃棄物のうち、産業廃棄物は
年間総排出量約４億トンの高水準で推移してお

り、廃棄物処理施設の不足と相まって、不法投棄
の頻発、廃棄物処理による有害物質の発生などの
社会問題を引き起こしている。
　日本政府は、このような廃棄物問題に対処する
ため、2000年に循環型社会形成推進基本法を制定
し、様々なリサイクル法を施行してきたが、早急
な問題解決は困難な状況にある。
　ところで、廃棄物問題は人間社会の生産・消費
活動の過程で不可避的に発生するものであり、現
代社会が抱える構造的な環境問題と言える。特に、
産業廃棄物の発生には産業間の中間取引が複雑に
関係しており、その発生抑制に向けては、経済シ
ステムにおける財・サービスの流れをふまえた対
策が重要となる。また、産業廃棄物の発生抑制策
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【要　約】
　戦後の高度経済成長に伴う工業化の進展や所得水準の向上は国民に豊かな生活をもたらしたが、一方
で大量生産・大量消費・大量廃棄を基礎とする社会経済システムが形成されたことにより、地球温暖化
や廃棄物処理などの環境問題を深刻化させた。わが国の廃棄物は、家庭やオフィス等から排出される一
般廃棄物と産業活動に伴う産業廃棄物に大別される。後者の産業廃棄物は、産業間の中間取引や最終需
要と密接に関係しており、産業廃棄物の排出構造を総合的に把握する際には、国全体あるいは地域レベ
ルで、財貨及びサービスの流れを総合的に把握できる産業連関表の利用が有効である。
　本研究では、1990年、1995年、2000年の３時点における全国９地域間産業連関表と環境省の産業廃棄
物排出量データを用いて、産業廃棄物排出分析用の地域間産業連関モデルを構築するとともに、1990年
〜 2000年の地域経済と産業廃棄物排出の関連を時系列で分析した。その結果、産業部門の中では、建設
業と水道・廃棄物処理の２部門が産業廃棄物排出に大きな影響を及ぼしており、種類別では汚泥とがれ
き類の影響が大きいこと、産業連関モデルに基づく要因分析の結果より、排出係数要因が発生量増加の
要因として影響しており、今後の排出抑制に向けては、直接の排出部門における対策が必要であること
が明らかになった。さらに、サービス部門が集中する関東経済と相対的に物財部門に特化した地方圏経
済における産業連関が、地域間交易を通じて他地域の産業廃棄物誘発を引き起こしていることから、地
域間交易をふまえた産業廃棄物の排出抑制が重要であることを示した。
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２．研究の構成と分析方法

（１）使用データ
　a）地域間産業連関表
　本研究では、1990年、1995年、2000年の10年間、
３時点を対象とする分析を行う。分析の基礎デー
タは、経済産業省が公表している地域間産業連関
表を用いるが、2000年の地域間産業連関表は業務
の合理化、公表の早期化等の観点から、公式なデー
タの作成が中止された。しかし、経済産業省は、
分析面でのメリットが大きいという理由で、公式
のデータではなく、個人が作成したトピック分析
用のデータであるとした上で、2000年地域間産業
連関表11）を公開している。本研究における2000
年の分析では、この地域間産業連関表データを使
用する。
　なお、地域間産業連関表は、各時点での名目値
で表記されているため、時系列分析を行う際には
分析時点間で貨幣価値を統一する必要がある。本
研究では、1990−1995−2000年の全国接続産業連
関表を利用してインフレーターを作成し、各時点
の値を2000年実質値に変換して使用することとし
た。
　表１は、地域間産業連関表における９地域の定
義である。部門分類は、1995年までの地域間産業
連関表は45部門、2000年地域間産業連関表は52部
門、後述の産業廃棄物排出量データは47部門と統
一されていないため、表２に示す32部門を共通分
類として部門統合を行った。

は、生産活動への影響を通じて、経済活力にも影
響を及ぼすことから、その実施に際しては、経済
循環構造と環境負荷発生との関連を定量的に捉
え、モデル化しておく必要がある。そして、この
目的のためには、国全体あるいは地域レベルで、
財貨及びサービスの流れを総合的に把握できる産
業連関表の利用が有効であり、最近では廃棄物問
題への応用も試みられている。
　例えば、我が国を対象とした事例としては、大
平らによる全国産業連関表を用いた分析１）２）、中
村らによる廃棄物産業連関表の作成があり３）、廃
棄物を含む環境問題への産業連関モデルの応用に
関する包括的なテキストも作成されている４）。ま
た、海外でも、アメリカ合衆国５）、ブラジル６）、
中国７）などにおいて、産業連関モデルを用いた
廃棄物分析に関する研究事例がある。
　一方、著者らは、全国９地域別の産業連関表と
環境省が公表している産業廃棄物排出量データを
用いて、産業廃棄物排出分析用の地域産業連関モ
デルを構築するとともに、既往研究では検討が不
十分であった国内地域を対象とする経済循環構造
と産業廃棄物発生に関する分析に取り組んでき
た８）９）10）。本研究は、著者らによる地域別産業
連関モデルに基づく産業廃棄物構造分析を地域間
産業連関モデルの枠組みに拡張するものであり、
管見の限りでは、我が国で初めての試みである。
そして、1990年〜 2000年を対象とする分析を通
じて、地域間における財・サービスの取引が各地
域の産業廃棄物排出に及ぼす影響を主要産業廃棄
物の種類別に明らかにするとともに、今後の廃棄
物発生抑制に向けた課題を検討する。

表１　地域間産業連関表における９地域の設定

９地域 47都道府県
北海道 北海道
東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関東 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、
長野、静岡

中部 富山、石川、岐阜、愛知、三重
近畿 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口
四国 徳島、香川、愛媛、高知
九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖縄 沖縄
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表２　地域間産業連関表における産業32部門の設定

統合32部門
1　農業 17　一般機械器具
2　林業 18　電気機械器具
3　漁業 19　輸送用機械器具
4　鉱業 20　精密機械
5　食料品・たばこ・飲料 21　その他の製造業
6　繊維製品 22　建設業
7　製材・木製品・家具 23　電力
8　パルプ・紙・板紙・加工紙 24　ガス・熱供給
9　出版・印刷 25　水道・廃棄物処理

10　化学製品 26　商業
11　石油・石炭製品 27　運輸
12　プラスチック製品 28　通信・放送
13　窯業・土石製品 29　公務
14　鉄鋼 30　その他の公共サービス
15　非鉄金属製品 31　対事業所サービス
16　金属製品 32　その他サービス

　図１　国内生産額及び９地域別域内生産額の推移（2000年実質値）

図２　全国及び９地域別の産業廃棄物排出量（総発生量）
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い、がれき類、動物のふん尿は、それぞれ鉄鋼、
建設業、農業といった１つの産業部門に排出量が
集中している。
　本研究では、以上の分析結果をふまえて、重量
ベースでの排出量と最終処分量が大きい「汚泥｣と

「がれき類｣を種類別産業廃棄物の分析対象とする。

（５）地域間産業連関モデル
　経済産業省が公表している全国９地域間産業連
関表を使用すれば、非競争移入・競争輸入型の地
域間産業連関モデルを構築することができる15）。
　図４に、地域間産業連関表の構成を示す。ここ
では、簡単化のため、一国経済を２地域に分割し、
２地域間の取引関係を記述する地域間産業連関表
の例を示している。３地域以上の地域間産業連関
表を考える場合、行及び列方向に地域及び産業の
数が増加するが、基本的な構造は変化しない。
　表中の上付き添字は地域の記号を表わす。例え
ば、x i

12
j は中間投入であり、地域２の第j産業部門

が地域１の第i産業部門の生産物をx単位購入し、
中間投入財として用いたことを意味している。ま
た、地域内最終需要F i

12は、地域２の第i財に対
する地域内最終需要のうち、地域１の第i産業か
ら供給される数量を表わす。式（１）〜式（５）に、
モデルで用いる基本的な記号の定義を示す。

　生産額列ベクトル：X＝ X1

X2  （１）

　投入係数行列： A＝ A11

A21
A12

A22  （２）

　地域内最終需要列ベクトル：

　　　　　　　　F＝ F11

F21
＋
＋

F12

F22  （３）

　輸出列ベクトル：E＝ E1

E2  （４）

　輸入列ベクトル：M＝ M1

M2  （５）

　以上の記号を用いて、行バランス式を行列表示
すると、式（６）のようになる。

　　X＝AX＋F＋E−M （６）

　式（６）より、地域内最終需要F、輸出E、輸
入Mが外生的に与えられるとすると地域間産業連

　b）産業廃棄物排出量データ
　産業廃棄物排出量は、環境省（2001年１月の省
庁再編以前は旧厚生省）が実施してきた「産業廃
棄物排出・処理状況調査｣に基づくデータであり、
そのうち1990年、1995年、2000年の５年毎・３時
点の産業業種別・産業廃棄物種類別排出量推計表
と都道府県別・産業廃棄物種類別排出量推計表を
使用する12）13）14）。

�（２）生産額と産業廃棄物排出量の動向
　図１は、1990年、1995年、2000年の３時点・10
年間について、国内生産額及び９地域別域内生産
額（2000年実質値）の推移、また図２は、産業廃
棄物総排出量の推移を示したグラフである。
　図１の国内生産額は、1990 〜 2000年の10年間
に847.8兆円から937.2兆円へと緩やかに成長して
いる。９地域の中では、関東の成長が大きい。そ
の他の地域は微増または横ばいであり、経済活動
の関東集中が進展していることを表している。
　図２の産業廃棄物総排出量は、10年間で394.7
百万トンから406.1百万トンに、ほぼ横ばいで推
移している。地域別に見ると、関東は生産額増加
に比べて産業廃棄物排出量の増加が小さく、中部、
近畿、九州の３地域については、域内生産額の増
加とは逆に排出量が減少している。

（３）産業廃棄物種類別排出量と最終処分量
　図３は、1990 〜 2000年の３時点における産業
廃棄物18種類別の全国排出量、及び2000年の最終
処分量を示したグラフである。排出量を見ると、
汚泥が特に大きく、次いで動物のふん尿、がれき
類、鉱さいが大きな値となっている。最終処分量
は、排出量と同様に、汚泥が最も大きく、がれき
類とばいじんについても、排出量に対する最終処
分量の割合が大きい。一方、動物のふん尿と鉱さ
いは、排出量が大きいものの最終処分量は比較的
小さく、再生利用率が高い産業廃棄物と言える。

（４）主要産業廃棄物排出量の部門別構成比
　表３は、図３で排出量が大きかった主要な産業
廃棄物について、2000年における産業32部門別の
排出量構成比を求めた結果である。汚泥は水道・
廃棄物処理が44.4％を占めているが、他にも排出
量構成比が10％前後の部門があるのに対し、鉱さ
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図３　種類別産業廃棄物排出量と最終処分量

表３　主要産業廃棄物６種類の産業32部門別排出量構成比

2000年全国 汚泥 鉱さい がれき類 動物のふん尿 ばいじん その他 総排出量
農業 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.8% 22.4%
林業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
漁業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%
鉱業 8.3% 6.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 4.1%
食料品・たばこ・飲料 5.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 13.0% 3.8%
繊維製品 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.5% 0.3%
製材・木製品・家具 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 4.8% 0.5%
パルプ・紙・板紙・加工紙 12.8% 0.0% 0.0% 0.0% 3.9% 6.2% 6.7%
出版・印刷 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.6% 0.3%
化学製品 6.9% 0.7% 0.1% 0.0% 5.6% 7.4% 4.2%
石油製品・石炭製品 0.3% 0.0% 0.3% 0.0% 1.9% 0.7% 0.3%
プラスチック製品 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 1.9% 0.2%
窯業・土石製品 4.9% 1.1% 0.5% 0.0% 0.8% 6.6% 3.1%
鉄鋼 2.9% 82.3% 0.6% 0.0% 35.6% 8.5% 6.6%
非鉄金属 1.6% 3.1% 0.0% 0.0% 0.1% 1.3% 1.0%
金属製品 1.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8% 0.9%
一般機械器具 0.2% 1.2% 0.0% 0.0% 0.1% 3.0% 0.4%
電気機械器具 1.5% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 4.3% 1.2%
輸送用機械器具 0.5% 4.4% 0.0% 0.0% 0.6% 4.6% 0.9%
精密機械 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.0%
その他の製造業 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 1.1% 0.2%
建設業 7.2% 0.3% 97.9% 0.0% 0.0% 19.2% 19.5%
電力 0.6% 0.0% 0.1% 0.0% 50.5% 1.6% 1.8%
ガス・熱供給 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%
水道・廃棄物処理 44.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 20.7%
商業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.1% 0.3%
運輸 0.3% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.7% 0.2%
通信・放送 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0%
公務 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
その他の公共サービス 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.1%
対事業所サービス 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 0.1%
その他サービス 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.6% 0.2%
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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式（９）を用いて式（８）の輸入係数行列を変換
すると、式（10）のようになる。

　M＝ M1

M2 ＝ M̂1

0　
  0　

M̂2

　　　 A11

0　
0　
A22

X1

X2 ＋ F11

F22  （10）

　ここで、式（10）における０はn×nのゼロ行
列を表している。また、式（２）の投入係数行列
及び地域内最終需要列ベクトルを、式（11）と式

（12）のように変換する。

　A*＝ A11

0　
  0　

A22  （11）

　F*＝ F11

F22  （12）

　式（11）、式（12）を用いて、式（10）を行列
表示すると、次式を得る。

　M＝M̂（A*X＋F*） （13）

　式（13）を式（６）に代入すれば、以下のよう
になる。

関基本モデルは式（７）で得られる。

　X＝（I−A）−1（F＋E−M） （７）

　式（７）の基本モデルでは輸入Mを外生的に扱っ
ているが、輸入Mを競争輸入型として処理するこ
とにより、競争輸入型地域間産業連関モデルを構
築することができる。
　まず、地域sの第i財の輸入Mi

sが、地域sの第i
財に対する地域内需要の合計に比例すると仮定す
る。第i財についてその比例定数を輸入係数mi

sと
し、式（８）のように定義する。

　mi
s＝ Mi

s

Σ
i ＝

n

1

  

a i
rs
j X j

s＋F i
rs

 （８）

　輸入係数を対角要素に置いた輸入係数行列M̂ s

を作成し、さらにM̂ sを対角要素に配置した新た
な輸入係数行列M̂を作成する。

　M̂ s＝
m1

s 0
…

0 mn
s

、M̂ s＝
M̂1

0　

  
0　
M̂2  （９）

図4　地域間産業連関表

地域間産業連関表

中間需要 最終需要

生
産
額

地域１ 地域２ 地域１ 地域２

産
業
１

⋮ 産
業
ｊ

⋮ 産
業
ｎ

産
業
１

⋮ 産
業
ｊ

⋮ 産
業
ｎ

地
域
内
最
終
需
要

輸
出

輸
入

地
域
内
最
終
需
要

輸
出

輸
入

中間投入

地域１

産業1 x1
1,1

1 … x1
1,1

j … x1
1,1

n x1
1,2

1 … x1
1,2

j … x1
1,2

n F1
1,1 E1

1,1 M1
1,1

1 F1
1,2 E1

1,2 M1
1,2

1 X1
1

⋮ ⋮ … ⋮ … ⋮ ⋮ … ⋮ … ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
産業i xi

1,1
1 … xi

1,1
j … xi

1,1
n xi

1,2
1 … xi

1,2
j … xi

1,2
n Fi

1,1 Ei
1,1 M1

1,1
i Fi

1,2 Ei
1,2 M1

1,2
i Xi

1

⋮ ⋮ … ⋮ … ⋮ ⋮ … ⋮ … ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
産業n xn

1,1
1 … xn

1,1
j … xn

1,1
n xn

1,2
1 … xn

1,2
j … xn

1,2
n Fn

1,1 En
1,1 M1

1,1
n Fn

1,2 En
1,2 M1

1,2
n Xn

1

地域２

産業1 x1
2,1

1 … x1
2,1

j … x1
2,1

n x1
2,2

1 … x1
2,2

j … x1
2,2

n F1
2,1 E1

2,1 M1
2,1

1 F1
2,2 E1

2,2 M1
2,2

1 X1
2

⋮ ⋮ … ⋮ … ⋮ ⋮ … ⋮ … ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
産業i xi

2,1
1 … xi

2,1
j … xi

2,1
n xi

2,2
1 … xi

2,2
j … xi

2,2
n Fi

2,1 Ei
2,1 M1

2,1
i Fi

2,2 Ei
2,2 M1

2,2
i Xi

2

⋮ ⋮ … ⋮ … ⋮ ⋮ … ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮
産業n xn

2,1
1 … xn

2,1
j … xn

2,1
n xn

2,2
1 … xn

2,2
j … xn

2,2
n Fn

2,1 En
2,1 M1

2,1
n Fn

2,2 En
2,2 M1

2,2
n Xn

2

粗付加価値
地域１ 付加価値 V1

1,1 … Vj
1,1 … Vn

1,1 V1
2,1 … Vj

2,1 … Vn
2,1

地域２ 付加価値 V1
1,2 … Vj

1,2 … Vn
1,2 V1

2,2 … Vj
2,2 … Vn

2,2

生産額 X 1
1 … X j

1 … X n
1 X 2

1 … X j
2 … X n

2
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需要（本研究では2000年実質価格で百万円）の追
加に対して、直接・間接に排出される産業廃棄物
排出誘発量（トン/百万円）を表しており、「産業
廃棄物誘発原単位｣ ejと呼ぶ。
　また、式（18）を用いると、全国９地域間につ
いて、地域内最終需要列ベクトルFを消費、投資、
輸出の最終需要項目別に細分化し、産業廃棄物誘
発量を求めることができる。

�（６）産業廃棄物誘発量変動の要因分析
　次に、２時点の地域間産業連関表を用いて、要
因分析の方法16）17）を適用すれば、以下の数式展
開に示すように、時点t 〜 t＋1における産業廃
棄物誘発量の変動ΔYを、「排出係数要因」、「投入
係数要因」、「最終需要要因｣ の各要因に分解して
検討することができる。
　ここで、要因分析は、２時点間における産業廃
棄物誘発量の増加分あるいは減少分を、最終需要
項目（消費、投資、移出、輸出）の変化や、投入
係数、輸入係数、移入係数、産業廃棄物排出係数
等の変化に帰着させ、誘発量変動に対する寄与度
を検討することを目的としている。
　まず、基準年次をt＋1とし、比較年次をtとす
ると、２時点間の誘発量の量は、式（19）で表す
ことができる。

　　ΔY＝Y t＋1−Y t （19）

　時点t 〜 t＋1における排出誘発量の変動ΔYは、
以下の式（20）に示す産業廃棄物排出係数、レオ
ンチェフ逆行列、最終需要の積で表わされる。
　式（19）を以下のように展開すれば、時点t 〜
t＋1における産業廃棄物誘発量の変動ΔYを、「排
出係数要因」、「投入係数要因」、「最終需要要因｣
の各要因に分解して検討することができる。
　ΔY＝Y t＋1−Y t

       ＝d t＋1B t＋1F t＋1−d tB tF t

       ＝（d t＋1−d）B t＋1F t＋1＋d t（B t＋1−B t）F t＋1

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋d tB t（F t＋1−F t）
       ＝ΔdB t＋1F t＋1＋d tΔBF t＋1＋d tB tΔF （20）
　ただし、Bは地域間産業連関モデルにおけるレ
オンチェフ逆行列（I−A＋M̂A*）−1、またFは最終
需要（Fd＋E−M̂Fd

*）であり、右辺第１項は「排
出係数の変動｣ Δdによる影響、第２項は「投入
係数の変動｣ ΔBによる影響、第３項は「最終需

　　X＝AX＋F＋E−M̂（A*X＋F*） （14）

　式（14）をXについて解き、整理すると、式（15）
の「非競争移入・競争輸入型地域間産業連関モデ
ル｣ を得る。

　X＝�
�I−A＋M̂A*�

�
−1�

�F＋E−M̂F�
� （15）

　次に、式（15）の地域間産業連関モデルを産業
廃棄物排出分析用モデルに拡張する。
　まず、産業廃棄物統計から得られる部門別排出
量を記号Djで表し、式（16）に示すように、Dj

を部門jの生産額Xjで除することにより、単位生
産額当たりの産業廃棄物排出量を表す「産業廃棄
物排出係数｣ d jを求める。

　d j＝Dj/X j （16）

　なお、先に述べた環境省の産業廃棄物統計では、
産業部門と産業廃棄物の種類をクロスした全国単
位の排出量、および都道府県と廃棄物の種類をク
ロスした排出量の２種類の表が公表されており、
地域別・部門別・種類別の３項目をクロスした排
出量を直接得ることはできない。
　そこで、本研究では、産業廃棄物排出係数d j

が国内各地域で同一と仮定する。また、その妥当
性を検証するために、排出係数と地域別・部門別
の生産額から、地域別・種類別の産業廃棄物排出
量を推計した上で、産業廃棄物排出統計に掲載さ
れている排出量との相関分析を行った。その結
果、後の実証分析で分析対象とする廃棄物につい
ては、0.9前後の高い相関係数値が得られたこと
から、上記の仮定に大きな問題はないと判断し
た10）。
　次に、係数d jを式（17）のように行ベクトル
表示し、式（15）の左から乗じることにより、式（18）
に示す産業廃棄物排出分析用の地域間産業連関モ
デルが得られる。

　d＝ d1･･･d j･･･d n  （17）

　Y＝d��I−A＋M̂A*�
�

−1�
�F＋E−M̂F�

� （18）

　ただし、dはd jを対角要素とする行列であり、
「産業廃棄物排出係数行列｣ と呼ぶ。
　式（18）の産業廃棄物排出係数行列とレオンチェ
フ逆行列の積d（I−A＋M̂A*）−1は、１単位の最終
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３．産業廃棄物排出動向の分析結果と考察

（１）全国の部門別産業廃棄物排出動向
　1990年、1995年、2000年の３時点について、32
部門別の産業廃棄物直接排出量、産業廃棄物誘発
原単位、並びに産業廃棄物誘発量の推移を、産業
廃棄物全体、汚泥、及びがれき類について図５〜
図13に示す。
　図５〜図７の直接排出量は、各産業部門から直
接排出される産業廃棄物量であり、図５の産業廃
棄物全体について見ると、農業、建設業、水道・
廃棄物処理の各部門が突出している。また、図５

要の変動｣ ΔFによる影響を表している。
　式（20）の要因分析は、基準とする時点を変更
して、以下のように展開することも可能である。
　ΔY＝Y t＋1−Y t

       ＝d t＋1B t＋1F t＋1−d tB tF t

       ＝（d t＋1−d）B tF t＋d t＋1（B t＋1−B t）F t

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋d t＋1B t＋1（F t＋1−F t）
       ＝ΔdB tF t＋d t＋1ΔBF t＋d t＋1B t＋1ΔF� （21）
　なお、以上の式（20）と式（21）による２つの
要因分析では、各要因の計算結果がわずかに異な
る。そこで、本研究では、２つの要因分析式を適
用して求めた要因値の平均値を使用する。

図５　32部門別産業廃棄物直接排出量の推移（産業廃棄物全体）

図６　32部門別産業廃棄物直接排出量の推移（汚泥）
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と図６〜図７の比較から、水道・廃棄物処理、建
設業の総排出量には、それぞれ汚泥、がれき類が
大きく影響しており、総排出量の約70 〜 80％を
占めている。なお、農業は、表３にも示したよう
に、動物のふん尿が占める割合が大きい。
　経年的な変化を見ると、建設業、水道・廃棄物
処理ともに排出量が増加傾向にあるが、水道・廃
棄物処理の排出量増加が特に大きい。
　図８〜図10の産業廃棄物誘発原単位は、各産業
部門に１単位（本研究では百万円）の最終需要が
発生した場合に、部門間の中間取引を通じて直
接・間接に排出される産業廃棄物量である。ここ
では、地域間産業連関モデルを用いて９地域別・

32部門別の誘発原単位を求め、各部門について９
地域の誘発原単位を平均した結果を示す。
　図８の産業廃棄物全体の結果を見ると、鉱業の
誘発原単位が最も大きく、次いで水道・廃棄物処
理、農業の値が大きくなっている。鉱業は、1990
年から1995年にかけて誘発原単位が増加したが、
1995年から2000年にかけて大きく減少している。
　図３に示した種類別産業廃棄物排出量からも明
らかなように、汚泥の排出量が産業廃棄物全体の
半分近くを占めていることから、図９に示す汚泥
の誘発原単位は、産業廃棄物全体の誘発原単位と
類似した傾向を示している。さらに、がれき類の
排出元は、ほとんどが建設業であるため、図10の

図７　32部門別産業廃棄物直接排出量の推移（がれき類）

図８　32部門別産業廃棄物誘発原単位の９地域平均値の推移（産業廃棄物全体）
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がれき類に関する誘発原単位は、建設業の値が突
出している。また、３時点の推移を見ると、増加
が継続している。
　図11 〜図13の産業廃棄物誘発量は、図８〜図
10の産業廃棄物誘発原単位に最終需要額を乗じて
得られる値であり、各産業部門に対する最終需要
が、部門間の中間取引を通じて直接・間接に誘発
する産業廃棄物量を表す。
　図11の産業廃棄物全体の誘発量は、建設業が突
出して大きく、次いで食料品・たばこ・飲料の値
が大きい。これらの２部門のうち、建設業は直接
排出量も大きいのに対して、食料品・たばこ・飲
料は、直接排出量に比較して、誘発量の方がかな
り大きい。また、1995年から2000年にかけて、水
道・廃棄物処理は直接排出量が大きく増加する一

方で、誘発量は減少していることから、建設業、
食料品・たばこ・飲料等の部門への最終需要増加
が、水道・廃棄物処理やその他多くの部門の産業
廃棄物誘発に影響したことが推察される。
　図12の汚泥については、建設業、その他サービ
ス、その他の公共サービス等の部門において直接
排出量よりも誘発量が大きく、これらの部門への
最終需要が他部門における汚泥の排出を誘発して
いることが分かる。
　図13のがれき類は、建設業の誘発量が図10の直
接排出量と同様に突出しており、他部門の誘発量
がかなり小さい。従って、建設業に対する最終需
要が他部門のがれき類排出に及ぼす影響は非常に
小さく、最終需要のほとんどが建設部門からのが
れき類排出に影響していると言える。

図10　32部門別産業廃棄物誘発原単位の９地域平均値の推移（がれき類）

図９　32部門別産業廃棄物誘発原単位の９地域平均値の推移（汚泥）
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図11　32部門別産業廃棄物誘発量の推移（産業廃棄物全体）

図13　32部門別産業廃棄物誘発量の推移（がれき類）

図12　32部門別産業廃棄物誘発量の推移（汚泥）
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た結果である。
　表８と表９のがれき類は、各地域ともに自地域
内の投資による割合が90％前後と突出しており、
図７と図10にも示されたように、建設業への投資
需要によるがれき類の誘発は自地域内にとどまる
傾向がある。経年的に見ると、1990年〜 1995年
にかけて、全ての地域において投資による誘発
量の割合が減少しているが、1995年〜 2000年は、
関東、近畿の大都市圏を除く地域で増加している。

（３）産業廃棄物誘発量の変動要因分析
　図14 〜図22は、式（11）の要因分析に基づいて、
全国と各地域における産業廃棄物排出量を、排出
係数、投入係数、最終需要の３要因に分解した結
果である。
　図14 〜図16の産業廃棄物全体について見ると、
1990年〜 1995年の間は、投入係数要因がマイナ
スに寄与したのに対して、排出係数要因及び最終
需要要因はプラスに寄与している地域が多い。　
　1995年〜 2000年は、 1990年〜 1995年の間に概
ねプラスであった最終需要要因による影響が、全
国及び多くの地域でマイナスに転じる一方、排出
係数要因による寄与は２期間で増加している。地
域別に見ると、投入係数要因と最終需要要因は、
関東、近畿の大都市圏における変動幅が大きい。
　図17 〜図19の汚泥に関しては、投入係数要因
と最終需要要因が、産業廃棄物全体とほぼ同様の
傾向を示しているが、1995年〜 2000年の排出係
数要因による影響は、1990年〜 1995年に比べて
小さくなっている。排出係数は生産額当たりの汚
泥排出量で定義されるため、生産額増加に対する
汚泥排出量の増加が縮小したことを表している。
　図20 〜図22のがれき類は、排出係数要因が
1990年〜 1995年、1995年〜 2000年の２期間とも
にプラスとなっているが、経年的には微減傾向に
ある。投入係数要因は、全国の値がマイナスから
プラスに転じており、地域別では、関東のマイナ
スからプラスへの動きが顕著である。ただし、投
入係数要因の大きさは、図20の排出係数要因や図
22の最終需要要因と比較すると小さく、がれき類
の誘発量全体に対する投入係数要因の影響は小さ
い。最終需要要因に関する変動量は、バブル崩壊
後における投資の低迷を反映してマイナス幅が拡
大する傾向にあり、特に近畿の変動が大きい。

（２）地域間の産業廃棄物誘発構造
　式（18）に示した産業廃棄物排出分析用の地域
間産業連関モデルを用いると、９地域、32部門、
最終需要項目（消費、投資、輸出）のそれぞれを
クロスした形で、産業廃棄物誘発量を求めること
ができる。
　表４、６、８は、1990年、1995年、2000年の地
域間産業連関モデルを用いて、産業廃棄物全体、
汚泥、がれき類のそれぞれについて、地域別、最
終需要項目別の誘発量を求め、地域別の最終需要
項目別構成比として整理した結果である。各表で
は、最終需要項目を消費、投資、輸出の３項目に
分解し、さらに最終需要の発生地域を自地域（「地
域内｣ と記す）、及び自地域以外の８地域（「他地
域｣ と記す）に分類して示している。
　また、表５、７、９は、表４、６、８において、「他
地域｣ として一括表示した誘発量を詳細に検討す
るために、最終需要発生地域を９地域別に示した
産業廃棄物誘発量構成比である。ここでは、紙幅
の都合上、消費、投資、輸出の最終需要３項目を
合計した結果を表示している。
　表４の産業廃棄物全体は、９地域ともに自地域
内における消費、投資の割合が大きいが、北海
道、東北、四国においては、他地域の消費による
誘発割合も20％以上となっている。表５の最終需
要発生地域別誘発量構成比を見ると、東北は関東
の最終需要による誘発が大きく、他の地域におい
ても関東の最終需要による誘発が見られた。経年
的に見ると、自地域内の消費需要による誘発割合
が、1990年〜 2000年にかけて全地域で増加して
いる。一方、他地域の消費による誘発割合は横ば
い、或いは減少傾向にある。また、投資は、自地
域、他地域ともに構成比が減少している地域がほ
とんどであり、バブル経済崩壊による投資低迷の
影響が表れている。
　表６の汚泥は、表４の産業廃棄物全体と類似し
た傾向を示しているが、９地域ともに自地域内に
おける消費による誘発割合が50％前後と大きい。
経年的変化を見ると、地域内における消費による
誘発割合が全地域で増加する一方で、他地域の消
費に起因する誘発割合が多くの地域で減少してい
る、これは、表７の最終需要発生地域別誘発量構
成比に示されるように、関東で発生した最終需要
による他地域への誘発割合の減少が大きく影響し
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表４　最終需要項目別・最終需要発生地域別の産業廃棄物誘発量構成比（産業廃棄物全体）

総発生量
最終需要項目

地域内 地域内
需要合計

他地域 他地域
需要合計消費 投資 輸出 消費 投資

北海道
1990年 38.4% 38.5% 1.4% 78.3% 20.6% 1.1% 21.7%
1995年 40.9% 37.2% 1.1% 79.1% 20.0% 0.9% 20.9%
2000年 44.9% 32.8% 1.2% 78.9% 20.1% 1.0% 21.1%

東北
1990年 35.7% 36.0% 4.1% 75.8% 22.0% 2.3% 24.2%
1995年 39.6% 34.5% 3.2% 77.3% 19.9% 2.9% 22.7%
2000年 43.2% 27.2% 4.8% 75.1% 22.7% 2.2% 24.9%

関東
1990年 38.8% 38.3% 9.8% 86.9% 9.1% 4.0% 13.1%
1995年 47.5% 32.6% 8.1% 88.2% 8.8% 3.0% 11.8%
2000年 48.5% 29.9% 9.0% 87.5% 9.4% 3.1% 12.5%

中部
1990年 27.5% 30.3% 16.4% 74.2% 17.6% 8.2% 25.8%
1995年 34.7% 29.1% 14.5% 78.3% 16.0% 5.7% 21.7%
2000年 36.8% 27.9% 15.2% 79.9% 14.8% 5.3% 20.1%

近畿
1990年 37.4% 31.8% 12.0% 81.3% 13.3% 5.5% 18.7%
1995年 43.4% 32.7% 8.4% 84.5% 11.9% 3.6% 15.5%
2000年 46.1% 27.8% 10.3% 84.2% 12.2% 3.5% 15.8%

中国
1990年 31.1% 31.6% 12.4% 75.1% 19.3% 5.5% 24.9%
1995年 35.6% 29.6% 13.4% 78.6% 17.3% 4.1% 21.4%
2000年 38.6% 27.1% 14.7% 80.4% 15.9% 3.7% 19.6%

四国
1990年 34.2% 30.1% 6.1% 70.3% 26.2% 3.5% 29.7%
1995年 35.8% 29.8% 7.1% 72.6% 24.8% 2.6% 27.4%
2000年 38.2% 24.6% 9.4% 72.2% 25.8% 2.0% 27.8%

九州
1990年 42.8% 30.7% 6.8% 80.4% 17.5% 2.1% 19.6%
1995年 46.1% 30.1% 6.4% 82.6% 15.7% 1.7% 17.4%
2000年 48.1% 25.7% 8.1% 81.8% 16.7% 1.5% 18.2%

沖縄
1990年 46.5% 41.0% 4.9% 92.4% 7.6% 0.0% 7.6%
1995年 51.2% 36.6% 4.9% 92.6% 7.3% 0.1% 7.4%
2000年 53.3% 34.6% 2.2% 90.1% 9.7% 0.2% 9.9%

表５　最終需要発生地域別の産業廃棄物誘発量構成比（産業廃棄物全体）

年次 排出地域 最終需要発生地域 合計北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1990

北海道 78.3% 2.3% 9.7% 2.4% 4.4% 1.1% 0.4% 1.4% 0.0% 100.0%
東北 1.5% 75.8% 15.9% 2.0% 2.6% 0.6% 0.5% 1.0% 0.1% 100.0%
関東 1.0% 2.1% 86.9% 2.9% 3.4% 1.4% 0.6% 1.6% 0.1% 100.0%
中部 0.9% 1.8% 12.0% 74.2% 6.6% 1.4% 0.9% 2.1% 0.2% 100.0%
近畿 0.8% 1.1% 7.8% 3.4% 81.3% 1.9% 1.1% 2.4% 0.2% 100.0%
中国 0.6% 1.1% 7.1% 2.9% 7.4% 75.1% 1.9% 3.5% 0.2% 100.0%
四国 0.6% 1.7% 8.7% 2.8% 9.5% 3.4% 70.3% 2.8% 0.1% 100.0%
九州 0.5% 1.1% 6.8% 2.0% 5.9% 2.5% 0.7% 80.4% 0.2% 100.0%
沖縄 0.2% 0.5% 3.0% 0.5% 1.7% 0.3% 0.2% 1.1% 92.4% 100.0%

1995

北海道 79.1% 2.2% 10.2% 2.1% 3.5% 1.3% 0.4% 1.2% 0.0% 100.0%
東北 1.4% 77.3% 15.3% 1.7% 2.4% 0.6% 0.4% 0.9% 0.0% 100.0%
関東 1.0% 2.0% 88.2% 2.5% 3.0% 1.1% 0.5% 1.4% 0.1% 100.0%
中部 0.9% 1.6% 10.3% 78.3% 5.4% 1.2% 0.7% 1.5% 0.2% 100.0%
近畿 0.8% 0.9% 6.5% 2.8% 84.5% 1.6% 1.0% 1.8% 0.1% 100.0%
中国 0.5% 1.0% 6.1% 2.2% 6.5% 78.6% 1.5% 3.4% 0.2% 100.0%
四国 0.5% 1.5% 8.0% 2.9% 9.4% 2.6% 72.6% 2.5% 0.1% 100.0%
九州 0.4% 0.9% 6.2% 1.7% 5.2% 2.3% 0.6% 82.6% 0.3% 100.0%
沖縄 0.2% 0.4% 2.8% 0.5% 1.8% 0.3% 0.1% 1.3% 92.6% 100.0%

2000

北海道 78.9% 1.7% 12.3% 1.7% 3.6% 0.5% 0.2% 1.0% 0.0% 100.0%
東北 1.5% 75.1% 16.6% 1.8% 2.8% 0.7% 0.5% 1.0% 0.1% 100.0%
関東 1.2% 2.1% 87.5% 2.8% 3.3% 0.9% 0.5% 1.6% 0.2% 100.0%
中部 0.7% 1.2% 9.6% 79.9% 5.6% 0.8% 0.7% 1.4% 0.1% 100.0%
近畿 0.7% 0.7% 6.5% 3.0% 84.2% 1.7% 1.1% 1.9% 0.1% 100.0%
中国 0.7% 0.8% 6.1% 1.6% 5.1% 80.4% 1.5% 3.6% 0.2% 100.0%
四国 0.5% 1.1% 6.6% 3.1% 9.3% 4.3% 72.2% 2.6% 0.1% 100.0%
九州 0.3% 0.8% 5.8% 1.0% 5.8% 3.5% 0.5% 81.8% 0.4% 100.0%
沖縄 0.2% 0.4% 4.4% 0.8% 1.7% 0.2% 0.2% 1.9% 90.1% 100.0%



― 36 ―

表６　最終需要項目別・最終需要発生地域別の産業廃棄物誘発量構成比（汚泥）

総発生量
最終需要項目

地域内 地域内
需要合計

他地域 他地域
需要合計消費 投資 輸出 消費 投資

北海道
1990年 51.4% 32.2% 2.0% 85.6% 13.9% 0.5% 14.4%
1995年 54.4% 31.8% 1.5% 87.7% 11.7% 0.6% 12.3%
2000年 61.6% 24.1% 1.8% 87.5% 11.9% 0.6% 12.5%

東北
1990年 43.4% 33.1% 5.6% 82.2% 15.2% 2.7% 17.8%
1995年 50.0% 29.0% 4.2% 83.2% 14.0% 2.8% 16.8%
2000年 55.3% 21.6% 7.1% 84.0% 13.2% 2.8% 16.0%

関東
1990年 47.6% 30.1% 10.6% 88.3% 7.9% 3.9% 11.7%
1995年 57.1% 23.7% 8.8% 89.6% 7.4% 3.0% 10.4%
2000年 57.0% 21.0% 10.4% 88.4% 8.2% 3.4% 11.6%

中部
1990年 35.8% 24.5% 16.4% 76.7% 15.9% 7.4% 23.3%
1995年 44.0% 21.3% 15.2% 80.4% 14.3% 5.3% 19.6%
2000年 46.0% 19.5% 17.2% 82.7% 12.0% 5.3% 17.3%

近畿
1990年 47.9% 23.2% 11.2% 82.3% 13.0% 4.7% 17.7%
1995年 54.8% 22.4% 8.9% 86.1% 10.7% 3.2% 13.9%
2000年 56.3% 17.5% 11.1% 84.9% 11.6% 3.4% 15.1%

中国
1990年 40.3% 25.4% 12.2% 77.9% 17.1% 5.0% 22.1%
1995年 46.5% 21.5% 14.0% 82.0% 14.4% 3.6% 18.0%
2000年 50.0% 18.4% 16.2% 84.5% 11.9% 3.6% 15.5%

四国
1990年 41.7% 25.8% 8.9% 76.4% 20.3% 3.2% 23.6%
1995年 46.3% 23.9% 10.0% 80.3% 17.3% 2.5% 19.7%
2000年 50.2% 17.3% 14.0% 81.5% 16.5% 2.0% 18.5%

九州
1990年 52.6% 27.6% 7.5% 87.8% 10.0% 2.2% 12.2%
1995年 56.1% 25.1% 7.7% 88.9% 9.4% 1.7% 11.1%
2000年 60.6% 19.9% 10.1% 90.6% 7.8% 1.6% 9.4%

沖縄
1990年 53.2% 34.4% 8.1% 95.7% 4.2% 0.1% 4.3%
1995年 60.4% 27.6% 7.2% 95.2% 4.7% 0.1% 4.8%
2000年 65.2% 24.7% 3.0% 92.9% 7.0% 0.1% 7.1%

表７　最終需要発生地域別の産業廃棄物誘発量構成比（汚泥）

年次 排出地域 最終需要発生地域 合計北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1990

北海道 85.6% 2.0% 6.8% 1.4% 2.7% 0.4% 0.2% 0.8% 0.0% 100.0%
東北 1.2% 82.2% 11.9% 1.5% 1.9% 0.4% 0.2% 0.7% 0.0% 100.0%
関東 0.9% 2.0% 88.3% 2.5% 3.0% 1.0% 0.5% 1.7% 0.1% 100.0%
中部 0.9% 1.5% 11.2% 76.7% 5.5% 1.2% 0.8% 2.1% 0.1% 100.0%
近畿 0.8% 1.0% 7.4% 3.1% 82.3% 1.8% 1.0% 2.3% 0.2% 100.0%
中国 0.5% 0.9% 6.6% 2.5% 6.2% 77.9% 1.7% 3.7% 0.1% 100.0%
四国 0.4% 0.9% 7.7% 2.5% 6.5% 2.7% 76.4% 2.7% 0.1% 100.0%
九州 0.3% 0.5% 4.6% 1.3% 3.1% 1.8% 0.6% 87.8% 0.2% 100.0%
沖縄 0.0% 0.1% 1.8% 0.2% 0.8% 0.2% 0.1% 1.0% 95.7% 100.0%

1995

北海道 87.7% 2.0% 6.2% 1.1% 1.9% 0.4% 0.2% 0.6% 0.0% 100.0%
東北 0.9% 83.2% 11.6% 1.3% 1.8% 0.4% 0.2% 0.6% 0.0% 100.0%
関東 1.0% 1.8% 89.6% 2.2% 2.6% 0.9% 0.5% 1.4% 0.1% 100.0%
中部 0.9% 1.4% 9.6% 80.4% 4.4% 1.0% 0.6% 1.5% 0.2% 100.0%
近畿 0.7% 0.8% 5.9% 2.5% 86.1% 1.4% 0.9% 1.7% 0.1% 100.0%
中国 0.4% 0.7% 5.4% 1.9% 4.8% 82.0% 1.3% 3.4% 0.1% 100.0%
四国 0.3% 0.7% 6.1% 2.0% 6.2% 1.9% 80.3% 2.5% 0.1% 100.0%
九州 0.2% 0.4% 4.3% 1.0% 2.9% 1.6% 0.5% 88.9% 0.2% 100.0%
沖縄 0.1% 0.1% 1.9% 0.2% 1.0% 0.2% 0.1% 1.2% 95.2% 100.0%

2000

北海道 87.5% 1.4% 7.4% 1.0% 1.9% 0.3% 0.1% 0.4% 0.0% 100.0%
東北 0.9% 84.0% 10.9% 1.0% 1.8% 0.4% 0.3% 0.6% 0.0% 100.0%
関東 1.2% 2.0% 88.4% 2.3% 2.8% 1.0% 0.5% 1.6% 0.1% 100.0%
中部 0.7% 1.0% 8.4% 82.7% 4.6% 0.8% 0.6% 1.3% 0.1% 100.0%
近畿 0.7% 0.7% 6.1% 2.8% 84.9% 1.7% 1.1% 1.9% 0.2% 100.0%
中国 0.5% 0.6% 4.9% 1.4% 4.0% 84.5% 1.1% 2.8% 0.2% 100.0%
四国 0.3% 0.6% 5.3% 1.9% 4.6% 2.5% 81.5% 3.2% 0.0% 100.0%
九州 0.2% 0.4% 3.4% 0.7% 2.6% 1.5% 0.4% 90.6% 0.2% 100.0%
沖縄 0.1% 0.1% 3.6% 0.2% 1.0% 0.1% 0.1% 1.9% 92.9% 100.0%
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表８　最終需要項目別・最終需要発生地域別の産業廃棄物誘発量構成比（がれき類）

総発生量
最終需要項目

地域内 地域内
需要合計

他地域 他地域
需要合計消費 投資 輸出 消費 投資

北海道
1990年 3.8% 95.3% 0.1% 99.2% 0.7% 0.1% 0.8%
1995年 6.6% 92.2% 0.2% 98.9% 1.0% 0.1% 1.1%
2000年 6.4% 92.2% 0.1% 98.8% 1.1% 0.1% 1.2%

東北
1990年 3.7% 94.7% 0.4% 98.8% 0.9% 0.3% 1.2%
1995年 6.8% 90.4% 0.6% 97.8% 1.8% 0.4% 2.2%
2000年 4.8% 93.0% 0.6% 98.5% 1.2% 0.3% 1.5%

関東
1990年 5.8% 91.4% 1.4% 98.6% 0.9% 0.5% 1.4%
1995年 8.2% 88.2% 1.7% 98.1% 1.2% 0.6% 1.9%
2000年 9.6% 87.0% 1.5% 98.2% 1.2% 0.6% 1.8%

中部
1990年 3.8% 91.1% 2.2% 97.2% 1.7% 1.2% 2.8%
1995年 6.5% 87.1% 2.9% 96.6% 2.2% 1.2% 3.4%
2000年 5.8% 89.5% 2.3% 97.6% 1.5% 0.9% 2.4%

近畿
1990年 6.1% 90.2% 1.7% 97.9% 1.3% 0.8% 2.1%
1995年 8.4% 87.4% 1.6% 97.5% 1.8% 0.8% 2.5%
2000年 10.5% 85.4% 1.7% 97.6% 1.8% 0.6% 2.4%

中国
1990年 3.7% 92.7% 1.5% 97.9% 1.4% 0.7% 2.1%
1995年 7.2% 87.5% 2.5% 97.2% 2.0% 0.9% 2.8%
2000年 5.6% 90.6% 1.9% 98.1% 1.4% 0.6% 1.9%

四国
1990年 3.9% 93.8% 0.7% 98.4% 1.1% 0.4% 1.6%
1995年 6.6% 90.3% 1.1% 98.0% 1.5% 0.5% 2.0%
2000年 5.0% 92.4% 1.1% 98.5% 1.2% 0.3% 1.5%

九州
1990年 4.5% 93.4% 0.8% 98.8% 0.9% 0.3% 1.2%
1995年 8.5% 88.6% 1.3% 98.3% 1.3% 0.4% 1.7%
2000年 7.5% 90.1% 1.2% 98.8% 1.0% 0.2% 1.2%

沖縄
1990年 4.9% 93.8% 0.4% 99.1% 0.8% 0.0% 0.9%
1995年 6.4% 92.3% 0.6% 99.2% 0.8% 0.0% 0.8%
2000年 5.1% 93.8% 0.3% 99.2% 0.8% 0.0% 0.8%

表９　最終需要発生地域別の産業廃棄物誘発量構成比（がれき類）

年次 排出地域 最終需要発生地域 合計北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1990

北海道 99.2% 0.1% 0.5% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
東北 0.1% 98.8% 0.8% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 100.0%
関東 0.1% 0.2% 98.6% 0.3% 0.4% 0.1% 0.1% 0.2% 0.0% 100.0%
中部 0.1% 0.2% 1.4% 97.2% 0.7% 0.2% 0.1% 0.2% 0.0% 100.0%
近畿 0.1% 0.1% 0.9% 0.4% 97.9% 0.2% 0.1% 0.3% 0.0% 100.0%
中国 0.1% 0.1% 0.7% 0.2% 0.5% 97.9% 0.2% 0.3% 0.0% 100.0%
四国 0.0% 0.1% 0.5% 0.2% 0.4% 0.2% 98.4% 0.2% 0.0% 100.0%
九州 0.0% 0.0% 0.5% 0.1% 0.3% 0.2% 0.1% 98.8% 0.0% 100.0%
沖縄 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.2% 99.1% 100.0%

1995

北海道 98.9% 0.1% 0.6% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
東北 0.1% 97.8% 1.6% 0.2% 0.2% 0.1% 0.0% 0.1% 0.0% 100.0%
関東 0.2% 0.3% 98.1% 0.4% 0.5% 0.2% 0.1% 0.3% 0.0% 100.0%
中部 0.2% 0.3% 1.7% 96.6% 0.7% 0.2% 0.1% 0.3% 0.0% 100.0%
近畿 0.1% 0.1% 1.1% 0.5% 97.5% 0.3% 0.1% 0.3% 0.0% 100.0%
中国 0.1% 0.1% 0.9% 0.3% 0.7% 97.2% 0.2% 0.5% 0.0% 100.0%
四国 0.0% 0.1% 0.7% 0.2% 0.6% 0.2% 98.0% 0.2% 0.0% 100.0%
九州 0.0% 0.1% 0.7% 0.1% 0.4% 0.2% 0.1% 98.3% 0.0% 100.0%
沖縄 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.2% 99.2% 100.0%

2000

北海道 98.8% 0.1% 0.8% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
東北 0.1% 98.5% 1.1% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 100.0%
関東 0.2% 0.3% 98.2% 0.4% 0.5% 0.1% 0.1% 0.3% 0.0% 100.0%
中部 0.1% 0.2% 1.2% 97.6% 0.6% 0.1% 0.1% 0.2% 0.0% 100.0%
近畿 0.1% 0.1% 1.0% 0.4% 97.6% 0.3% 0.2% 0.3% 0.0% 100.0%
中国 0.1% 0.1% 0.6% 0.2% 0.5% 98.1% 0.1% 0.3% 0.0% 100.0%
四国 0.0% 0.1% 0.4% 0.1% 0.4% 0.2% 98.5% 0.2% 0.0% 100.0%
九州 0.0% 0.1% 0.5% 0.1% 0.3% 0.2% 0.1% 98.8% 0.0% 100.0%
沖縄 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.2% 99.2% 100.0%
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図14　産業廃棄物排出量変動の要因分析（産業廃棄物全体）：排出係数要因

図16　産業廃棄物排出量変動の要因分析（産業廃棄物全体）：最終需要要因

図15　産業廃棄物排出量変動の要因分析（産業廃棄物全体）：投入係数要因
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図17　産業廃棄物排出量変動の要因分析（汚泥）：排出係数要因

図19　産業廃棄物排出量変動の要因分析（汚泥）：最終需要要因

図18　産業廃棄物排出量変動の要因分析（汚泥）：投入係数要因
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図20　産業廃棄物排出量変動の要因分析（がれき類）：排出係数要因

図22　産業廃棄物排出量変動の要因分析（がれき類）：最終需要要因

図21　産業廃棄物排出量変動の要因分析（がれき類）：投入係数要因
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られる。一方、がれき類は、自地域内における
建設業への投資需要による誘発割合が大きく、
他地域や他部門からの影響は小さい。

④全国と９地域における産業廃棄物排出量を、排
出係数、投入係数、最終需要の３要因に分解し
て検討した結果、1990 〜 1995年の廃棄物全体
に関しては、投入係数要因による誘発量減少が
見られたのに対して、排出係数要因による誘発
量への寄与はプラスであり、経年的にも増加す
る傾向が見られた。また、汚泥とがれき類につ
いては、排出係数要因のプラス幅が縮小してい
るものの、誘発量増加に対する寄与はプラスと
なっている。最終需要要因については、バブル
経済崩壊後の需要低迷を受けて誘発量増加への
寄与度が小さい。

　次に、以上の分析結果に基づいて、若干の政策
的知見を述べる。
①産業廃棄物の直接排出量と誘発量の比較結果に

示されたように、各産業部門や地域における産
業廃棄物排出抑制では、産業廃棄物の種類によ
る排出構造の差異を考慮した対策が必要であ
る。特に、汚泥は第３次産業部門への最終需要
に起因する誘発量が大きく、地域間交易による
影響も大きいことから、排出抑制に向けては、
誘発量の大きい部門や地域における最終需要調
整が課題と言える。一方、がれき類は、建設業
からの直接排出量がほとんどであり、他部門や
他地域からの誘発量が小さいため、建設業にお
ける排出抑制やリサイクル促進が対策の中心的
課題となろう。

②要因分析の結果によれば、バブル経済崩壊後の
需要低迷を受けて、最終需要が産業廃棄物誘発
量増加に及ぼす影響が低下する一方で、排出係
数要因の影響が高まっている。従って、経年的
に見ると、排出係数要因の影響を低下させるた
めに、産業廃棄物を直接排出する部門での排出
削減やリサイクルなどの対策が重要になりつつ
あると言える。

　以上の分析結果に示されたように、地域間産業
連関モデルは、地域経済構造及びその変動と産業
廃棄物排出との関連を定量的に把握するツールと
して有効と言える。今後の検討課題としては、政
策的知見を充実していくために、産業廃棄物排出
量削減に関する政策シミュレーション分析への展

４．まとめ

　本研究では、1990年、1995年、2000年の３時点
を対象として、経済産業省による全国９地域間産
業連関表と環境省による産業廃棄物排出量の２つ
のデータに基づく地域間産業連関モデルを構築
し、産業廃棄物の直接排出量、誘発原単位、誘発
量、最終需要項目別誘発量、誘発量の変動要因な
どの指標を用いて、地域経済の変動と産業廃棄物
排出量との関係を分析した。
　まず、本研究で得られた主な知見を要約する。
①わが国の国内生産額は、バブル経済崩壊後も増

加を示したが、増加割合は小さく、地域別に見
ると、関東への集中が継続している。産業廃棄
物排出量についても、９地域の中では関東の排
出量が突出しているが、各地域の排出量は経年
的に横ばい、または減少傾向にある。

②産業廃棄物の直接排出量と誘発量を産業部門別
に比較した結果、産業廃棄物全体については、
農業、建設業、水道・廃棄物処理の各部門で直
接排出量が大きく、これらは重量ベースの排出
量が大きい動物のふん尿、がれき類、汚泥の排
出に起因している。また、誘発量の分析結果よ
り、食料品・たばこ・飲料、及びその他サービ
スを始めとする第３次産業の部門は、直接排出
量に比較して誘発量が大きく、これらの部門へ
の最終需要が、水道・廃棄物処理、農業、鉄鋼
等の他部門における産業廃棄物排出量を誘発す
る原因となっていることが明らかである。一方、
がれき類は、建設業からの直接排出量がほとん
どであり、他部門からの誘発量が小さく、汚泥
とは異なる傾向を示している。

③全国９地域ごとに、最終需要３項目（消費、投
資、輸出）別の産業廃棄物誘発量を求め、さら
に最終需要の発生地域を自地域と他地域に分け
て誘発量構成比を検討した結果、産業廃棄物全
体と汚泥については、東北や四国などの地方圏
で、他地域の消費需要により誘発される廃棄物
量の割合が大きいことが明らかになった。この
理由として、サービス部門が集中する関東経済
と相対的に物財部門に特化した地方圏経済にお
ける産業連関が、地域間交易を通じて他地域の
産業廃棄物誘発を引き起こしていることが考え
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開、各産業廃棄物の再生利用を考慮した分析への
拡張などが考えられる。データの利用可能性の問
題も残されているが、今後検討していきたい。
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Abstract

The high rates of post-war economic growth, industrialization and rapid urbanization led to the emergence of an 
industrial waste problem in modern Japan, which linked with mass production, unsustainable consumption and re-
source use. 

The input-output analysis is a useful tool to examine the economic structural problems concerning the economic 
growth, the industrial structure and its relationship with industrial waste generation on regional level. This paper 
aims to examine the regional economic structure and industrial waste emissions in Japanese regions. The data from 
inter-regional input-output tables and data of industrial waste emissions amount by industry for years 1990, 1995 
and 2000 are employed for the analysis.

The empirical study has revealed that according to the structural decomposition analysis, the growth of industrial 
waste emissions in each region and especially in Kanto region was mainly caused by an increase in final demand. 
The industrial science improvement and industrial waste control based on special characteristics of each type of 
waste are vital to renovate the regional economic.
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